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第 14 章 資料 

 

14.1 急傾斜地崩壊対策事業の基本的な流れ 

 
表 14-1 急傾斜事業（補助・交付金）の新規事業の流れ 

 

内容 本省保全課 地方整備局 治山砂防課 事務所・局

4月

8月

2月

4月

9月

10月

11月

※A4カードのサインをもって、補助・交付金事業として着手OK

9月

10月

1月

※農林部局との事前協議　　

2月

2月

4月

【急傾斜地法】

第3条

【留意事項】

　※近年の標準的な協議日数等を考慮して設定

　※“工法協議”、“指定地”は、相互に関連するため事前協議は同時に行うことを原則とする

※新規箇所の協議は、ヒアリング時
　以降でも随時受け付け

　　　　　　　　　　　　　　　　　

国 県

時期

【着手1年前】 ↓↓↓事業着手前↓↓↓

指
定
地

根拠法令等

新
規
採
択

【着手1年前】

【着手1年目以降】 ↓↓↓事業着手↓↓↓

工
法
協
議

12月上旬

～9月

～3月

～12月

～11月

or12月

～10月

～11月

～3月

新規ヒアリング

新規ヒアリング

A4カード送付

（採択OK）

工法協議

A4カード送付

（構造OK）

指定告示

概算要求ヒアリング

国との調整 県内調整

新規事業化調査

中間協議

計画協議

概略（予備）設計

詳細設計

中間協議

工法協議事前協議

工法協議依頼

宿題事項の対応

指定地事前協議

指定地依頼

宿題事項の対応

通知

通知

A4カード送付

（採択OK）
A4カード送付

（採択OK）

※現地調査・概略配置検討完了時

※地元調整、用地調査を完了し、事業実施の

確実性が担保されていること

※対策工法決定時

※国協議の2ヶ月前までに

※工法協議事前協議時

※関係市町村への意見照会

※公文書（通知DB）により依頼

※公文書（通知DB）により依頼

A4カード作成A4カード提出
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14.2 急傾斜地崩壊危険区域設定の考え方 

14.2.1 急傾斜地崩壊危険区域の設定範囲の考え方 

（1）高さ（H） 

勾配 30 度の線が現況斜面と交差する地点の直高を基本とする。ただし、交差するまでに勾

配 30 度以上の現況斜面が勾配 20 度以下となる地点があれば、その地点の直高とする。なお、

高さは原則として最大 50m までとする。 

 

（2）急傾斜地（B1） 

のり尻から高さの地点までの幅とする。 

 

（3）誘発助長区域（B2,B3） 

誘発助長区域（斜面下部）については、斜面下端部（のり尻）から高さ相当幅とし、誘発助

長区域（斜面上部）については、斜面上端部から高さ 2 分の 1 相当幅として、土地利用状況

等を勘案しその幅を決定する。ただし、上部が尾根を超える場合は、尾根までとする。 

 

（4）被害想定区域（B4,B5） 

被害想定区域は、被害想定区域（斜面下部）の端部から被害想定区域（斜面上部）の端部ま

でとする。 

被害想定区域（斜面下部）については、斜面下端部から高さ 2 倍相当幅とし、最大 50m ま

で、被害想定区域（斜面上部）については、斜面上端部から高さ相当幅とする。 

 

（5）指定区域 

誘発助長区域を包括する最低限の範囲とし、標柱設置予定地の土地利用状況等を勘案し決

定する。 

 

図 14-1 範囲の考え方 
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14.2.2 高さの考え方 

① 30 度の線が交差する場合 

 

図 14-2 高さの考え方① 

 

② 30 度の線が交差する前に 20 度以下になる場合 

 

図 14-3 高さの考え方② 

 

③ 上下段を一連の斜面とする場合 

 

図 14-4 高さの考え方③ 
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④ 下段のみ対象斜面とする場合 

 

図 14-5 高さの考え方④ 

 

⑤ 上下段を別斜面とする場合 

 
図 14-6 高さの考え方⑤ 
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14.2.3 斜面端部の考え方 

斜面の端部は、下端から 30 度の広がりの範囲を考慮した際に、保全人家に影響を与える位置。 

 

図 14-7 斜面端部の考え方 

 
図 14-8 斜面端部の考え方（斜面端部が NO.0 となる場合） 
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14.2.4 一連斜面の考え方 

【一連地区の間に渓流がある場合】 

1/25,000 の地形図で、1＞B の箇所は渓流とみなし、一連の急傾斜地としない。 

 

図 14-9 一連斜面の考え方① 

 

【人家が 50m 以上離れている場合】 

人家が 50m 以上離れている場合は人家密集地区とはいわず、別地区と判断する。 

 

1) B＞50m 危険箇所を 2 ヶ所とし、格々B2・B3 とする。 

2) B≦50m B1（危険箇所を 1 ヶ所とする） 

 

図 14-10 一連斜面の考え方② 
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14.3 編入調書作成業務特記仕様書（鳥取県治山砂防課通知 令和 5年 4月 3日付） 
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